
4 年 2 月

7 年 3 月

6 年度 ～ 令和 15 年度

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

＜料金表＞

用途

臨 時 用

　雫石町

　簡易水道事業

計 画 期 間 ：

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力

浄水場設置数

配水池設置数

令和

令和

令和

供 用 開 始 年 月 日

雫石町簡易水道事業経営戦略（改定版）

策 定 日 ：

改 定 日 ：

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まな

1,270円

2,190円

3,920円

7,800円

11,150円

19,950円

基本料金

団 体 名 ：

事 業 名 ：

289

122

0.05

7,432

3.81

水 源

　簡易水道事業（以下「簡水」という。）の水道料金は、水道事業の料金体系を準用しています。
　体系としては、「用途口径別：基本料金＋均一従量料金」を適用しています。

1

1
管 路 延 長

施 設 利 用 率

198円

242円

従量料金

温泉旅館用

19,950円

口径

50mm

75mm

13mm

20mm

25mm

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

167　㎥／日

令 和 4 年 4 月 1 日

660円/㎥

千ｍ施 設 数

一般用

一般用以外

計 画 給 水 人 口

現 在 給 水 人 口

有 収 水 量 密 度

令和1年10月1日

法適用（全部）

40mm

50mm

75mm

基本水量

６㎥まで

100㎥まで 242円

基本料金

1,270円

2,190円

13mm

20mm

25mm

40mm

1㎥当たり

事業の現況　（R６.４.１時点）

3,920円

7,800円

11,150円

　□表流水　，　□ダム　，　□伏流水　，　☑地下水　，　□受水　，　□その他

- 1 -



④ 組　織

＜組織体制＞

＜職員数・職種・年齢構成等＞

（単位：人）

0 0 0 0 0

1 0 0 1 2

0 1 2 3 6

0 0 2 1 3

0 0 0 0 0

1 1 4 5 11

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　簡水に関する業務は、上下水道課が所管しています。
　課員は11人で、簡水に係る業務は、水道事業を担う職員（６人）が兼務している状況です。

これまでの主な経営健全化の取組

※民間活用や施設の統廃合、広域化（*1）等の経営健全化の取組について、実施年度や概要、効果等を図表などを適宜用いながら分かりやすく記載すること。

　規模が小さく、また加入率が低いため、経営健全化への取組には至っていません。

※添付した「経営比較分析表」に補足すべき内容（経営指標や日本水道協会「水道事業ガイドライン」における指標を活用した分析等）を記載すること。

　「水道　別添１」のとおり

*1　水道事業の広域化とは、水道法（昭和32年法律第177号）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等に当たるものである。その具体的な方策とし
ては、経営統合（事業統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）、浄水場等一部の施設の共同設置や事務の広域的処理等がある。

課長 課長補佐 経営係 施設係 合計

61歳　 ～

51～60歳

41～50歳

31～40歳

～　 30歳

合計

上
下
水
道
課

施
設
係

経
営
係

課長

課長補佐
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２．将来の事業環境

（１）

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

286 282 275 269 260 255 250 245 240 235 230 225 220 215 210

60 132 133 126 122 130 127 124 124 121 118 118 115 112 112

21 21 4 2 0 3 0 0 1 0 0 1 0 0 1

20.98 46.81 48.36 46.84 46.92 50.98 50.80 50.61 51.67 51.49 51.30 52.44 52.27 52.09 53.33

（２）

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

15,866 8,604 9,012 8,014 8,064 8,413 8,223 8,033 8,033 7,843 7,653 7,653 7,463 7,273 7,273

1,383 8,490 8,472 7,808 7,904 8,230 8,040 7,850 7,850 7,660 7,470 7,470 7,280 7,090 7,090

297 5,493 7,812 7,786 7,755 8,148 7,960 7,772 7,772 7,584 7,396 7,396 7,208 7,020 7,020

1.87 63.84 86.68 97.15 96.17 96.86 96.81 96.75 96.75 96.70 96.64 96.64 96.58 96.52 96.52

水需要の予測

※給水人口の予測について、図表などを適宜用いながら、予測の方法（考え方）等も含め、分かりやすく記載すること。必要に応じて過去の推移についても記載するこ
と。

　〈予測の方法〉
　・給水区域内人口：過去５年の実績を基に、時系列傾向分析により算定（R7年度以降、毎年度４人の減少）
　・給水人口：過去５年の実績を基に、時系列傾向分析により算定（R７年度以降、毎年度３人の減少、加入世帯がある年度は３人の増加）

　供用開始間もない令和元年度及び２年度は水道加入者が急激に伸びましたが、大村地区の各家庭には自家水道があるため、
水道への加入は緊急を要するものではなく、水回りのリフォーム、建て替え等のタイミングでのみの加入が見込まれるため、今後の
給水人口は減少傾向で、普及率は概ね横ばいで推移していくものと思われます。

給水人口の予測

年間有収水量　（㎥）

有効水量　（㎥）

有収率　（％）

項目

給水区域内人口 （人）　

給水人口 （人）　

年度別加入世帯 （世帯）　

給水普及率 （％）

※水需要の予測について、図表などを適宜用いながら、予測の方法（考え方）等も含め、分かりやすく記載すること。必要に応じて過去の推移についても記載すること。

　〈予測の方法〉
　・有収水量：令和４年度から令和５年度までの１人当たり有収水量の平均値（62.68㎥）を給水人口予測値に乗じて算出
　　　（※有収水量とは…料金徴収の対象となった水量のこと。漏水（無効水量）や消防用水（無収水量）に要した水量を除く。）

　・有効水量：無効水量や無収水量を考慮し、有収水量に１％を乗じて算出
　　　（※有効水量とは…使用上有効とみられる水量。年間総配水量から無効水量を除したもの。有収水量と無収水量の合計水量。）

　・年間総配水量：有効水量に、令和４年度及び令和５年度の無効水量平均値（183㎥）を加算して算出

　令和元年度の年間総配水量は、水道加入件数が低調で給水量が少なかったため、給水開始前の洗管及び凍結防止を目的に洗管をして
いたため多量となっています。今後は給水人口の減少と共に総配水量及び有収水量もゆるやかに減少していくものと予想されます。

項目

年間総配水量　（㎥）
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水需要の予測

年間総配水量 （㎥） 有効水量 （㎥） 年間有収水量 （㎥） 有収率 （％）

実績値 ← → 予測値
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（３）

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

297 5,493 7,812 7,786 7,755 8,148 7,960 7,772 7,772 7,584 7,396 7,396 7,208 7,020 7,020

81 1,034 1,429 1,672 1,543 1,613 1,576 1,539 1,539 1,502 1,464 1,464 1,427 1,390 1,390

（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

料金収入の見通し

※定員の管理計画等を踏まえた将来の職員数の見通し等について、図表などを適宜用いながら、分かりやすく記載すること。

　簡易水道事業は、水道事業に従事する職員が兼務している状況です。
  本町の水道事業に係る給水区域は、面積が広く管理する水道施設も多いため、
この現状に加えて当該簡易水道を維持管理することは、特にも技術職員の負担が増している状況です。
　簡易水道に関わらず、本町が管理する水道施設全般について現在の職員定数での運営は厳しい状況にあります。
　職員定数は当事業体のみで決められることではなく、本町行政全体の職員配置等に基づき決定されるため、
技術及び技能継承の重要性を訴えながら、適切な職員配置及び定数の確保を図ります。

組織の見通し

投資・財政計画（収支計画）　：　 「水道　別添２」のとおり

※　計画期間内に実施する主な投資の内容（施設名、時期、金額など）について、図表なども適宜用いながら、分かりやすく記載すること。
※　また、収支計画の策定に当たって反映した取組について、内容（対象施設、時期、金額など）を記載すること。

　・水源の井戸洗浄：令和７年度（1,500千円）、令和12年度（1,600千円）
　・ポンプの購入：令和10年度（500千円）、令和15年度（1,000千円）

目　　　　　　　　標

※　目標設定をするにあたり、複数の推計パターン（高位・中位・低位）で試算を行うこと。また、計画期間に関わらず、可能な限り長
期目標（30～50年超）についても記載すること。

　・安全でおいしい水の安定供給のため、定期的な井戸洗浄の実施及びポンプの更新を図っていきます。

※　１．事業概要及び２．将来の事業環境を踏まえ、事業を継続する上での経営理念、基本方針等について記載すること。

　（１）安全でおいしい水の安定供給
　　　　・水源から蛇口までの各段階における水質保持を徹底し、安全でおいしい水を安定して供給します。
　（２）水道加入の促進
　　　　・供用開始から５年が経過しましたが、加入率がまだ低い状況であり、当面の間は加入率70％を目指し、加入促進を行います。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

料金収入（千円）

項 目

年間有収水量（㎥）

※料金の見通しについて、図表などを適宜用いながら、予測の方法（考え方）等も含め、分かりやすく記載すること。必要に応じて過去の推移についても記載すること。

　〈予測の方法〉
　・料金収入の予測は、年間有収水量に水道料金単価198円/㎥ を乗じて算出
　
　今後、給水人口が減少する見込であるため、料金収入も減少するものと思われます。
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

　水道事業広域連携検討会に参加し、上水道と合わせて広域化について検討します。

　先進事例等を参考にPFI、DBO、第三者委託について上水道と合わせて調査・検討します。

　供用開始後日が浅いため、現時点では想定していません。

　事業規模が小さいため、想定していません。

②　財源についての検討状況等

　上水道の料金改定に合わせ簡易水道の料金も改正を行います。

　現時点で企業債の借入予定はありません。

　現時点では特に収入増加への取組の予定はありません。

　引き続き加入促進に努めます。

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

料 金

企 業 債

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

補 助 金

※　目標設定をするにあたり、複数の推計パターン（高位・中位・低位）で試算を行うこと。また、計画期間に関わらず、可能な限り長
期目標（30～50年超）についても記載すること。

　・安定した収入確保を図るため、水道料金の収納率100％を目指します。

※　財源（料金、企業債、繰入金、国庫補助等）の積算の考え方等について記載すること。

　・簡水単体での料金改定は、大幅な料金アップとなり加入者の負担が著しく増加するため、水道事業に合わせた料金改定とします。
　・不足する財源については、当面の間、一般会計からの繰入金（他会計補助金）で賄います。

　　※簡水を整備する際に活用した辺地債は、簡水意外にも複数の整備を実施した経緯から財政担当で負担しており、当簡水事業での負担はありません。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

※進捗管理（モニタリング）や見直し（ローリング）等の経営戦略の事後検証、改定等に関する考え方について記載すること。

　・経営比較分析表、投資財政計画は毎年進捗管理を行います。
　・本経営戦略については、改定５年後に中間検証を行い、必要に応じて改定を行います。

そ の 他 の 取 組

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

　資金不足については、一般会計からの繰入金（他会計補助金）を充当します。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

②　収支計画のうち財源についての説明

目　　　　　　　　標

広 域 化

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

※　投資以外の経費（委託料、修繕費、動力費、人件費など）の積算の考え方等について記載すること。

　・動力費及びその他については、令和６年度以降、前年度の経費に物価上昇率２％を乗じて算出しています。
　・修繕費については、定期的な井戸洗浄費用を見込んでいます。

- 5 -



経営比較分析表（令和5年度決算）
岩手県　雫石町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

法非適用 水道事業 簡易水道事業 D4 非設置 15,301 608.82 25.13 ■ 当該団体値（当該値）

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2) － 類似団体平均値（平均値）

　本町の簡易水道事業は、令和６年４月から公営企
業会計を適用し運用しております。
　居住人口が少ない地域であり、今後においても各
種数値の大幅な改善は困難であると捉えています
が、住民への安全安心な水道水の安定供給を第一義
に、維持管理費の縮減やより一層の加入促進の取組
を進めるなどして、経営改善に努めてまいります。

110.91 【】 令和5年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 該当数値なし 46.92 4,042 122

全体総括

1.10

　現在の本町の簡易水道事業は、令和元年10月に供
用を開始しており、供用開始から日が浅いこと、給
水人口が少ないことなどから、全般的に経営の健全
性・効率性ともに類似団体の平均値と比較して低い
状況が続いています。
　なお、特別会計としての運用は令和５年度まで
で、令和６年度からは法適用として運用していま
す。

①収益的収支比率は、100％を超えていますが、収
入の大半が使用料以外の収入（一般会計からの繰入
金）に依存しているため、加入促進を図るなど、自
主財源の確保に努める必要があります。
④企業債の残高はありません。
⑤料金回収率は、13.57％と類似団体平均値よりか
なり低くなっています。居住人口が少ない地域であ
り、今後も同様な回収率が続くものと見込まれます
が、加入促進を図る必要があります。
⑥給水原価についても必用最低限な維持管理費とな
るように努めておりますが上記同様の理由により、
高額な費用がかかっています。
⑦施設利用率は、類似団体と比較して低く、効率的
な施設利用はできていません。
⑧有収率は年々増加傾向にありましたが、令和５年
度前年度より0.98ポイント下がって96.17％となっ
ています。

2. 老朽化の状況について

　令和元年10月に供用開始となった施設であること
から老朽化は見られません。

2. 老朽化の状況
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様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

水道　別添２

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 （R4）前々年度 （R5）前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 1,673 1,772 1,989 1,833 1,815 1,887 1,819 1,801 1,873 1,805 1,787 1,859
(1) 1,672 1,716 1,851 1,833 1,815 1,837 1,819 1,801 1,823 1,805 1,787 1,809
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 1 56 138 0 0 50 0 0 50 0 0 50

２． 12,622 12,366 44,181 40,900 40,758 35,064 33,893 33,856 32,725 32,099 30,115 27,073
(1) 11,551 11,373 18,694 18,517 18,495 17,635 17,453 17,416 17,235 17,141 16,843 16,387

11,551 11,373 18,694 18,517 18,495 17,635 17,453 17,416 17,235 17,141 16,843 16,387
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 0 0 24,367 22,383 22,263 17,429 16,440 16,440 15,490 14,958 13,272 10,686
(3) 1,071 993 1,120 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 14,295 14,138 46,170 42,733 42,573 36,951 35,712 35,657 34,598 33,904 31,902 28,932
１． 13,302 12,306 42,562 41,831 40,294 34,708 33,646 33,720 34,302 32,191 30,324 27,401
(1) 8,701 8,882 9,433 9,448 9,464 9,480 9,496 9,512 9,528 9,544 9,560 9,576

4,631 4,663 4,593 4,598 4,603 4,608 4,613 4,618 4,623 4,628 4,633 4,638
787 746 0 0 1 2 3 4 5 6 7 8

3,283 3,473 4,840 4,850 4,860 4,870 4,880 4,890 4,900 4,910 4,920 4,930
(2) 4,601 3,424 4,395 5,983 4,572 4,664 4,757 4,852 6,549 5,048 5,149 5,252

373 387 395 403 411 419 427 436 445 453 463 472
0 0 0 1,500 0 0 0 0 1,600 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,228 3,037 4,000 4,080 4,162 4,245 4,330 4,416 4,505 4,595 4,687 4,780
(3) 0 0 28,734 26,400 26,258 20,564 19,393 19,356 18,225 17,599 15,615 12,573

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(2) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 13,302 12,306 42,562 41,831 40,294 34,708 33,646 33,720 34,302 32,191 30,324 27,401
(E) 993 1,832 3,608 902 2,279 2,243 2,066 1,937 296 1,713 1,578 1,531
(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

993 1,832 3,608 902 2,279 2,243 2,066 1,937 296 1,713 1,578 1,531
(I) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(J) 0 172 170 170 170 170 170 170 170 170 170 170

0 172 170 170 170 170 170 170 170 170 170 170
(K) 0 547 550 550 550 550 550 550 550 550 550 550

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 547 550 550 550 550 550 550 550 550 550 550

( I )
(A)-(B)

(L) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(M) 1,673 1,772 1,989 1,833 1,815 1,887 1,819 1,801 1,873 1,805 1,787 1,859

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(N) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(P) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

R6年度
本年度

営 業 収 益

R7年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
その他（前年度繰越金・R6引継ぎ現金）

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 110 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

水道　　別添２

（単位：千円）
年　　　　　度 （R4）前々年度 （R5）前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１． 0 0 37 0 0 12 500 0 12 0 0 1,012

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 0 0 37 0 0 12 500 0 12 0 0 1,012

(E) 0 0 37 0 0 12 500 0 12 0 0 1,012

１． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 37 0 0 12 500 0 12 0 0 1,012

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

R15年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

（R6年度）
本年度

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

計

そ の 他

R12年度 R13年度 R14年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

本年度


